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要　　　旨 　欧州司法裁判所は、2000 年の Océano Grupo 判決において、不当条項指令が要求す
る消費者保護を実現するため、国内裁判官に、消費者による指令違反の援用の有無にか
かわらず、職権で条項の不当性を評価・検討する権限を認める解釈を示し、その解釈は









Océano Grupo 判決から、検討する義務へと進んだ Pannon 判決までの流れを追う。ま
た（2）では、再び権限のみ認めた Martin Martin 判決以降の動向、加盟国の国内法へ
の影響を概観した上で、区別の理論的根拠の検討等を行いたい。
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2000 年 6 月 27 日の Océano Grupo 判決［①判決］
において、「消費者との間で締結された契約にお





① Océano Grupo 事件：欧州司法裁判所 2000
年 6 月 27 日判決（C-240/98～C-244/98, Rec.p.I
-4963）
（事案の概要）
　スペイン各地に居住する消費者 Y ら 5 名は、




























































1990 年 11 月 13 日 Marleasing 判決5）等に従い、


































権限を認めた Océano Grupo 判決の論理につき、
2002 年 11 月 21 日 Coﬁ dis 判決［②判決］、2006
年 10 月 26 日 Mostaza Claro 判決［③判決］が、
繰り返し確認していった。
　その後、2007 年 10 月 4 日 Rampion 判決［④
判決］では、「1998 年 2 月 16 日、欧州議会及び
理事会 98/7/CE 指令により修正されたところの、
消費者信用に関する構成国の法律、規則及び行政





② Coﬁ dis 事件10）：欧州司法裁判所 2002 年 11 月
21 日判決（C-473/00, Rec. p. I-10898）
（事実の概要）








































③ Mostaza Claro 事件：欧州司法裁判所 2006 年
10 月 26 日判決（C-168/05, Rec. I-10437）
（事実の概要）































④ Rampion 事件：欧州司法裁判所 2007 年 10 月
4 日判決（C-429/05, Rec. p. I-08050）
（事実の概要）
　売主 Y1（K par K）による訪問販売を受けた
消費者 X ら（Rampion 夫妻）は、窓を、総額
6150€、専門積算士による見積りから 6～8 週間
以内に引き渡す内容の売買契約を締結した。同日、





　そこで X らは Y らに、売買契約がフランス消
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で国内法にその 11 条 2 項を転換する規定を適用
することを認める、という意味で解釈されなけれ
ばならない。」
































　 次 に Mostaza Claro 判 決［ ③ 判 決 ］ は、










































③の 3 判決を引き、消費信用指令 11 条 2 項によ













（2009 年 6 月 4 日判決）［⑤判決］がある21）。
⑤ Pannon 事件：欧州司法裁判所 2009 年 6 月 4
日判決（C-243/08, Rec. p.I-04713）
（事実の概要）













　異議審は、Budaörsi と Y の住所である Békés

































項に関する、1993 年 4 月 5 日の、理事会 93/13/













93/13 指令 3 条 1 文の意味で、不当と性質づけら
れることを理由に、要求された基準に結びつける
かどうかを決定することは、国内裁判官に属する。
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